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1.  平成22年1月期第1四半期の連結業績（平成21年2月1日～平成21年4月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年1月期第1四半期 18,196 ― 1,041 ― 1,202 ― △2,541 ―
21年1月期第1四半期 20,462 0.1 2,659 21.8 2,383 15.5 2,358 26.1

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年1月期第1四半期 △13.33 ―
21年1月期第1四半期 12.44 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年1月期第1四半期 314,029 49,467 15.8 259.44
21年1月期 314,833 49,186 15.6 257.96

（参考） 自己資本   22年1月期第1四半期  49,467百万円 21年1月期  49,186百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金
（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年1月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00
22年1月期 ―
22年1月期 

（予想）
0.00 ― 5.00 5.00

3.  平成22年1月期の連結業績予想（平成21年2月1日～平成22年1月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

43,900 ― 5,700 ― 5,400 ― 5,000 ― 26.22

通期 88,100 0.7 10,900 △12.5 10,000 △5.0 9,300 39.3 48.78
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
[(注)詳細は、3・4ページ「【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他」をご覧ください。] 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

[(注)詳細は、3・4ページ「【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他」をご覧ください。] 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料の予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しております。 
実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
 なお、連結業績予想に関する事項につきましては、3ページ「【定性的情報・財務諸表等】 ３．連結業績予想に関する定性的情報」をご参照ください。 
２．当第１四半期連結会計期間より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号 平成19年3月14日)及び「四半期財務諸表に関する会計基
準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号 平成19年3月14日)を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を
作成しております。 
 なお、当第１四半期連結会計期間(平成21年2月1日から平成21年4月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の
一部を改正する内閣府令」(平成20年8月7日 内閣府令第50号)附則第7条第1項第5号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期適用
しております。 
  

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年1月期第1四半期 191,714,840株 21年1月期  191,714,840株
② 期末自己株式数 22年1月期第1四半期  1,045,416株 21年1月期  1,036,470株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年1月期第1四半期 190,673,472株 21年1月期第1四半期 189,620,204株
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【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

    当第１四半期連結会計期間において、東京ドームにおけるワールド･ベースボール･クラシック(WBC)開催に

よる寄与はありましたが、巨人戦及びコンサートイベント開催日数の減少による影響が大きく、景気の後退と

相俟って、売上高は181億9千6百万円となりました。

  営業利益は10億4千1百万円、経常利益は12億2百万円となり、投資有価証券評価損の計上等により四半期純

損失は25億4千1百万円となりました。

　事業の種類別セグメント(セグメント間の内部売上高又は振替高を含む)の業績は、以下のとおりであります。

<レジャー事業>

(東京ドームシティ事業)

  東京ドームは、WBCの開催はありましたが、前第１四半期連結会計期間に比べて巨人戦4試合、コンサート

イベント9日間、そして前第１四半期連結会計期間に開催されたメジャーリーグ開幕戦及びプレシーズンマ

ッチ6試合の減少により減収となりました。

(ホテル事業)

  東京ドームホテルは、上記東京ドームにおけるイベントの減少と円高によるインバウンドの減少の影響を

受け、減収となりました。

  熱海後楽園ホテルは、稼働率･宿泊客数共に増加しましたが、付帯収入の減少により減収となりました。

  札幌後楽園ホテルは、稼働率･宿泊客数共に減少しました。 

(その他のレジャー事業)

  松戸公産㈱の松戸競輪場事業は、競輪通常開催日数の減少により減収となりました。

　以上の結果、レジャー事業全体での売上高は153億2千4百万円、営業利益は19億3千8百万円となりました。

<流通事業>

  ショップインは、主力店舗の改装休業により減収となりました。

　以上の結果、売上高は18億4千1百万円、営業利益は2千2百万円となりました。

<その他の事業>

  東和工建㈱の立体駐車場建設事業は、請負工事数の減少により減収となりました。

　以上の結果、売上高は25億2千5百万円、営業利益は2億6千4百万円となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、屋内遊園地｢ジオポリス｣のリニューアル工事に伴う資産取

得等による固定資産の増加があったものの、有利子負債の削減に伴う預金の減少により、前連結会計年度末に

比べ8億3百万円の減少となっております。

　また純資産は、投資有価証券評価損計上による利益剰余金の減少があったものの、その他有価証券評価差額

金の増加により前連結会計年度末に比べ2億8千万円の増加となっております。

３．連結業績予想に関する定性的情報

　第２四半期連結会計期間以降には、コンサートイベントをはじめとする計画を上回るイベントの開催や新型

インフルエンザ禍の収束による来街者の増加、また、株式市場の回復も見込まれることから業績予想について

は平成21年3月19日発表値と変更ありません。

４．その他

(1)期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

  該当事項はありません。
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(2)簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

<簡便な会計処理>

①棚卸資産の評価方法

　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、一部の連結子会社は実地棚卸を省略し、前連結会

計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、一部の連結子会社は収益性の低下が明らかなものについてのみ正

味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっております。

②法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス･

プランニングを利用する方法によっております。

(3)四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則･手続、表示方法等の変更

①｢四半期財務諸表に関する会計基準｣等の適用

　当第１四半期連結会計期間より｢四半期財務諸表に関する会計基準｣(企業会計基準第12号 平成19年3月14日)

及び｢四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第14号 平成19年3月14日)を適用し

ております。また、｢四半期連結財務諸表規則｣に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

　なお、当第１四半期連結会計期間(平成21年2月1日から平成21年4月30日まで)については、｢財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令｣(平成20年8月7日 内閣府令第50号)附則第7

条第1項第5号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期適用しております。

②｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣の適用

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法による原価法及び月別総平均

法による原価法を採用しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣

(企業会計基準委員会 平成18年7月5日 企業会計基準第9号)が適用されたことに伴い、主として移動平均法に

よる原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)及び月別総平均法による原価法(収益性の低下による簿価

切下げの方法)に変更しております。　

　なお、この変更による影響は軽微であります。

③｢リース取引に関する会計基準｣等の適用

　所有権移転外ファイナンス･リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、｢リース取引に関する会計基準｣(企業会計基準第13号(平成5年6月17日(企業会計審議会 第一

部会)、平成19年3月30日改正))及び｢リース取引に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第16号

(平成6年1月18日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年3月30日改正))が平成20年4月1日以後開始

する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、当第１四半

期連結会計期間よりこれらの会計基準等を早期適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

(借手側)

　所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、

リース資産として計上しております。また、リース資産の減価償却方法については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額をゼロとする定額法を採用しており、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度前の所有権

移転外ファイナンス･リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

　なお、この変更による影響は軽微であります。

(貸手側)

　所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、

リース投資資産として計上しております。また、ファイナンス･リース取引に係る収益の計上基準については、

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっており、リース取引開始日が適用初年度前の所有権

移転外ファイナンス･リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

　なお、この変更による影響は軽微であります。
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<重要な減価償却資産の減価償却方法>

有形固定資産

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法の改正(減価償却資産

の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令(平成20年4月30日 財務省令第32号))による法定耐用年数の

変更に伴い、機械装置の耐用年数を変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益はそれぞれ35百万円減少しており、税金

等調整前四半期純損失は35百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は｢セグメント情報｣に記載しております。
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5.【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年 4月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年 1月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,688 14,916

受取手形及び売掛金 3,225 3,049

有価証券 119 －

たな卸資産 1,755 1,571

繰延税金資産 660 441

その他 3,302 1,841

貸倒引当金 △9 △159

流動資産合計 18,742 21,660

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 212,315 208,923

減価償却累計額 △106,702 △105,755

建物及び構築物（純額） 105,612 103,168

機械装置及び運搬具 21,681 18,984

減価償却累計額 △15,091 △14,879

機械装置及び運搬具（純額） 6,590 4,105

土地 134,656 134,656

建設仮勘定 502 3,840

その他 18,217 18,187

減価償却累計額 △14,040 △14,202

その他（純額） 4,177 3,985

有形固定資産合計 251,539 249,755

無形固定資産   

借地権 425 425

ソフトウエア 324 324

その他 196 195

無形固定資産合計 946 946

投資その他の資産   

投資有価証券 19,757 20,273

長期貸付金 1,484 1,154

繰延税金資産 16,701 16,061

その他 4,262 4,343

貸倒引当金 △392 △230

投資その他の資産合計 41,813 41,602

固定資産合計 294,300 292,304

繰延資産   

社債発行費 987 868

繰延資産合計 987 868

資産合計 314,029 314,833
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年 4月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年 1月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,295 768

1年内償還予定の社債 18,150 16,902

短期借入金 45,092 45,932

未払法人税等 114 479

賞与引当金 804 474

ポイント引当金 92 97

商品券等引換引当金 18 19

その他 19,330 18,581

流動負債合計 84,898 83,256

固定負債   

社債 46,600 43,488

長期借入金 84,451 89,248

受入保証金 6,810 6,823

繰延税金負債 146 130

再評価に係る繰延税金負債 35,177 35,177

退職給付引当金 3,184 3,228

執行役員退職慰労引当金 50 60

負ののれん 2,164 2,886

その他 1,078 1,347

固定負債合計 179,663 182,389

負債合計 264,562 265,646

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,038 2,038

資本剰余金 856 856

利益剰余金 313 3,974

自己株式 △493 △491

株主資本合計 2,714 6,377

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 170 △4,102

繰延ヘッジ損益 △0 △0

土地再評価差額金 46,506 46,506

為替換算調整勘定 76 405

評価・換算差額等合計 46,752 42,809

少数株主持分 － －

純資産合計 49,467 49,186

負債純資産合計 314,029 314,833
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(2)【四半期連結損益計算書】 
 【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年 2月 1日 
  至 平成21年 4月30日) 

売上高  

レジャー事業収入 15,243

流通事業収入 1,841

その他の事業収入 1,111

売上高合計 18,196

売上原価  

レジャー事業原価 11,641

流通事業原価 1,813

その他の事業原価 2,092

売上原価合計 15,547

売上総利益 2,649

一般管理費 1,607

営業利益 1,041

営業外収益  

受取利息 24

受取配当金 56

為替差益 189

負ののれん償却額 721

持分法による投資利益 275

その他 36

営業外収益合計 1,304

営業外費用  

支払利息 899

その他 243

営業外費用合計 1,142

経常利益 1,202

特別利益  

固定資産売却益 0

投資有価証券清算分配金 388

その他 6

特別利益合計 394

特別損失  

固定資産売却損 1

固定資産除却損 110

解体撤去費 179

投資有価証券評価損 4,571

その他 4

特別損失合計 4,866

税金等調整前四半期純損失（△） △3,269

法人税、住民税及び事業税 70

法人税等調整額 △798

法人税等合計 △728

四半期純損失（△） △2,541
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年 2月 1日 
  至 平成21年 4月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △3,269

減価償却費 1,936

負ののれん償却額 △721

貸倒引当金の増減額（△は減少） 12

賞与引当金の増減額（△は減少） 330

ポイント引当金の増減額（△は減少） △4

商品券等引換引当金の増減額（△は減少） △1

退職給付引当金の増減額（△は減少） △44

執行役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9

受取利息及び受取配当金 △81

支払利息 899

持分法による投資損益（△は益） △275

投資有価証券評価損益（△は益） 4,571

投資有価証券清算分配金 △388

固定資産売却損益（△は益） 1

固定資産除却損 110

売上債権の増減額（△は増加） △179

たな卸資産の増減額（△は増加） △184

仕入債務の増減額（△は減少） 526

その他 559

小計 3,786

利息及び配当金の受取額 85

利息の支払額 △1,002

法人税等の支払額 △440

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,428

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △60

定期預金の払戻による収入 70

投資有価証券の取得による支出 △249

投資有価証券の売却による収入 1

投資有価証券の清算分配による収入 388

有形及び無形固定資産の取得による支出 △3,604

有形及び無形固定資産の売却による収入 0

その他 △94

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,548

財務活動によるキャッシュ・フロー  

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △1,500

長期借入れによる収入 5,000

長期借入金の返済による支出 △10,637

社債の発行による収入 10,307

社債の償還による支出 △6,140

配当金の支払額 △953

その他 △175

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,099

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,218

現金及び現金同等物の期首残高 14,433

現金及び現金同等物の四半期末残高 9,214
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　当第１四半期連結会計期間より｢四半期財務諸表に関する会計基準｣(企業会計基準第12号 平成19年3月14日)

及び｢四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第14号 平成19年3月14日)を適用

しております。また、｢四半期連結財務諸表規則｣に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

　なお、当第１四半期連結会計期間(平成21年2月1日から平成21年4月30日まで)については、｢財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令｣(平成20年8月7日 内閣府令第50号)附則

第7条第1項第5号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期適用しております。

(4)継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

(5)セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年 2月 1日　　至 平成21年 4月30日) 単位：百万円

(注)1. 事業区分は営業種目の類似性により区分しております。

2. 各事業の主な営業種目
レ ジ ャ ー 事 業 ：　東京ドーム、遊園地、スパ・フィットネス、飲食店・売店、ホテル、競輪場　等
流 通 事 業 ：　化粧品・雑貨小売店
そ の 他 の 事 業 ：　不動産の賃貸・分譲、ビル管理、立体駐車場等の設計・施工・運営管理、リース、

　  有価証券の保有・管理　等

3. 追加情報に記載の通り、当第１四半期連結会計期間より、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法の改正
(減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令(平成20年4月30日 財務省令第32号))による法定耐用
年数の変更に伴い、機械装置の耐用年数を変更しております。
この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益が、レジャー事業3百万円、その他の事業31百万円それぞれ減少
しております。

(6)株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

株主資本の金額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

レジャー事業 流 通 事 業
そ の 他 の
事 業

計
消 去 又 は
全 社

連 結

Ⅰ　売上高及び営業損益

売 上 高

(1) 外 部 顧 客 に
対 す る 売 上 高

15,243 1,841 1,111 18,196 － 18,196

(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部
売 上 高 又 は 振 替 高

80 － 1,414 1,495 (1,495) －

計      15,324 1,841 2,525 19,691 (1,495) 18,196

営 業 利 益 1,938 22 264 2,226 (1,185) 1,041
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｢参考資料｣

前年同四半期に係る財務諸表等

(1)(要約)四半期連結損益計算書

自　平成20年 2月 1日

至　平成20年 4月30日

売　　     上      　高 20,462

売　   上     原     価 16,235

売   上   総   利 　益 4,227

一   般   管   理   費 1,568

営      業      利      益 2,659

営 　業 　外 　収 　益 933

受 取 利 息 28

受 取 配 当 金 51

負 の の れ ん 償 却 額 721

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 16

そ の 他 雑 収 益 115

営 　業 　外 　費 　用 1,209

支 払 利 息 975

そ の 他 雑 費 用 234

経      常      利      益 2,383

特 　 別 　 利 　 益 19

貸 倒 引 当 金 繰 戻 益 15

そ の 他 特 別 利 益 3

特 　 別 　 損 　 失 135

固 定 資 産 除 却 損 109

解 体 撤 去 費 19

そ の 他 特 別 損 失 6

2,266

法人税､住民税及び事業税 170

法人税等調整額 △261

2,358四 半 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

科　　　　　　目
前年同四半期
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